
要望項目数 廃止・縮減項目数 

内閣官房 ３ ０ 

復興庁 ８ ０ 

内閣府 ３０ ０ 

金融庁 ２１ ０ 

消費者庁 １ ０ 

総務省 １３ １ 

外務省 １ ０ 

財務省 ６ １ 

文部科学省 １６ ０ 

厚生労働省 ３６ ０ 

農林水産省 ２０ ２ 

経済産業省 ４９ ５ 

国土交通省 ５５ ３ 

環境省 １４ ２ 

防衛省 １ ０ 

合計 ２７４ １４ 

平成２６年度税制改正要望の状況について 
（各府省庁から提出された要望（地方税）（８月３０日付）の単純集計） 

・ 要望事項の減収見込額は、約▲２，０００億円（重複排除ベースで、約▲１，６００億円） 
・ 既存措置の廃止・縮減による増収見込額は、約２３５百万円（重複排除ベースで、約２３５百万円） 
（注１）各府省庁の項目数には重複しているものや減収見込額が精査中のものも含んでいる。 

（重複排除ベースで、要望項目数１８７、廃止・縮減項目数１２） 
（注２）上記の増減収見込額は、各府省庁が独自に見積りを行ったものについて、単純に合計したものである。 

なお、各府省庁の要望の中には、減収見込額について精査中（具体的な額の記載がないもの）のものもある。 

平成25年9月5日 
総       務       省 

連絡・問合せ先 
総務省自治税務局企画課 
電話（代表） 03(5235)5111 
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